
第１号様式（第６条関係） 

 

                     令和〇年 〇月 〇日  

（宛先） 

平塚市長 

 

                 住所（所在地） 東京都千代田区〇〇 〇丁目〇番〇号 

                          

                 企業等名称   〇〇〇〇株式会社 

                          

代表者職氏名  代表取締役 平塚 太郎  

 

  

平塚市正規雇用促進補助金交付申請書 

 

 平塚市正規雇用促進補助金の交付を受けたいので、平塚市正規雇用促進補助金交付要綱第６条の

規定により、次のとおり申請します。 

 

１ 補助金交付申請額 

 

補助金交付申請額 
577,000 円 

 ※千円未満切捨   

※補助対象経費に関する調書（第３号様式）の「補助金交付申請額」を記載してください。 

 

２ 添付書類 

■ 事業者情報調書（第２号様式） 

■ 補助対象経費に関する調書（第３号様式） 

■ 平塚市正規雇用促進補助金誓約書（第４号様式） 

■ 

【法人の場合】現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写し 

【個人事業主の場合】事業を営んでいることを証する書類 

■ 雇用保険の加入を確認できる書類（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 等） 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 

すべての必要書類を揃えたうえで、申請してください。

市内事業所の住所が登記地と異なる場
合は、市内に事業所を有することが分
かる書類を添付してください。【決算
書、営業許可証、賃借契約書 等】 

【法人の場合】 
・履歴事項全部証明書等は、記載内容が現在と変更が無けれ
ば、発行日は問いません。 
【個人の場合】 
・平塚市内で事業を営んでいることが証する資料を提出して
ください。【例】開業届、確定申告書の写しなど 



■ 雇用条件を明らかにする書類（雇用契約書又は労働条件通知書及び就業規則等の写し ） 

■ 直近１ヶ月の出勤状況を明らかにする書類（出勤簿の写し 等） 

■ 
直近３ヶ月（６ヶ月申請する場合は直近６ヶ月）の給与状況を明らかにする書類（賃金

台帳の写し 等） 

■ 対象労働者の住民票の写し（１ヶ月以内に発行されたもの） 

■ 市税完納証明書の写し（３ヶ月以内に発行されたもの） 

以下は該当する場合のみ 

トライアル雇用助成金又は特

定求職者雇用開発助成金の支

給決定を受けている場合 

□ 
トライアル雇用助成金又は特定求職者雇用開発助成金の

支給決定が分かる書類の写し 

障がい者を雇用した場合 □ 障がい者であることを証明する書類の写し 

ひとり親家庭の者を雇用した

場合 
■ 児童扶養手当の受給を証する書類の写し 

生活保護を受けている者を雇

用した場合 
□ 生活保護の受給を証する書類の写し 

妊娠、出産又は育児を理由と

し離職し、職業に就いていな

い期間が１年を超える者 

□ 離職理由が分かる書類（離職票の写し 等） 

□ 対象労働者の履歴が分かる書類（履歴書の写し 等） 

令和６年度に３か月分のみの

交付決定を受けた対象労働者

で、雇用継続４か月目が令和

６年１１月以降に到来する者 

□ 平塚市正規雇用促進補助金交付決定通知書の写し 

 

  

該当する書類を提出してください。

履歴書は雇い入れ時
点で労働者から提出
があったもの 

申請日から３ヶ月以内に発
行された市税完納証明書
（事業者のもの）を添付し
てください。 

申請日から１ヶ月以内に発行
されたもの。 



第２号様式（第６条関係） 

 

事業者情報調書 

＜申請者の概要＞ 

（フリガナ） 〇〇〇〇カブシキカイシャ 

名称 

（商号または屋号） 
〇〇〇〇株式会社 

本社住所 
（〒１００－００１２） 

東京都千代田区〇〇 〇丁目〇番〇号 

市内事業所 住所 
（〒２５４－８６８６） 

神奈川県平塚市浅間町〇番〇号 

資本金 １，０００万円  ※会社以外は記載不要 

従業員数 ５０人  
※常時使用する従業員がいなければ「０人」と記入し

てください。 

主たる業種 

【以下のいずれか一つに（〇）を選択してください】 

※市内事業所で営む主な事業を選択してください。 

①（〇）製造業   ②（ ）建設業 

③（ ）運輸業   ④（ ）卸売業 

⑤（ ）サービス業       ⑥（ ）小売業 

⑦（ ）その他の業種 

担
当
者
連
絡
先 

（フリガナ） ヒラツカ ジロウ 部 署 
・ 

役 職 

〇〇課 
主任 氏名 平塚 次郎 

事業所の住所 
（〒２５４－８６８６） 

神奈川県平塚市浅間町〇番〇号 

電話番号 0463-〇〇-〇〇〇〇 FAX 番号 0463-〇〇-〇〇〇〇 

E-mail 〇〇〇〇＠〇〇〇〇.co.jp 

 
交付決定書等の書類は担当者
宛に送付します。 

注意 

対象事業者の要件を満たした場合でも、資本

関係等により、みなし大企業に該当する場合

は対象となりません。みなし大企業の定義は

募集要領を確認してください。 

資本金、従業員数は市内事業所の
規模ではなく、会社全体のものを
記載してください。 

市内事業所の住所が登記地と異なる場
合は、市内に事業所を有することが分
かる書類を添付してください。【決算
書、営業許可証、賃借契約書 等】 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 



第３号様式（第６条関係） 

補助対象経費に関する調書 

   単位（円） 

No. 対象労働者氏名 
雇用年月日 

※注１、２ 
生年月日 

月額基本給 
※注３ 

対象月数 
※注４ 

補助金額 
（千円未満切捨て） 

※注５ 

対象者 
確認欄 
※注６ 

【Ａ】 【Ｂ】 （【Ａ】÷ ２）×【Ｂ】 

１ 平塚 花子 令和 7年 4月 1 日 平成元年○月○日 210,000 
■３ヶ月 

□６ヶ月 
300,000 ☑ 

２ 平塚 花美 令和 7年 6月 1 日 平成 2年○月○日 185,000 
■３ヶ月 

□６ヶ月 
277,000 ☑ 

３  年  月  日 年  月  日 
 □３ヶ月 

□６ヶ月 

 
□ 

４  年  月  日 年  月  日  
□３ヶ月 

□６ヶ月 
 □ 

５  年  月  日 年  月  日  
□３ヶ月 

□６ヶ月 
 □ 

    
補助金額の合計額 

※この値を第１号様式の補助金交付申請額に転記 
577,000 

 

※注１：令和６年１１月１日以降に正規雇用し、３ヶ月以上雇用継続及び給与の支払いがあること。 

※注２：令和６年度に３か月分のみの交付決定を受けた対象労働者で、雇用継続４か月目が令和４年１２月以降に到来する者の場合は、申請時点において

６ヶ月以上雇用継続及び給与の支払いがあること。 

※注３：休業の影響等により、支給金額が雇用契約書等で定める月額基本給と異なる場合は、支給金額が補助上限となります。 

※注４：令和６年１１月１日以降に正規雇用し、申請時点において６ヶ月以上雇用継続及び給与の支払いがある場合のみ、６ヶ月をチェックしてください。 

※注５：月ごとの対象経費（【Ａ】÷２）の上限額は１０万円となります。 

（例：月額基本給 21 万円、3ヶ月申請する場合は、「10 万円（上限）×3ヶ月 = 30 万円 が補助対象経費） 

※注６：対象労働者が、以下①、②いずれにも該当していることを確認後、チェックしてください。 

①過去に本補助金の対象となったことがない（継続して申請している場合を除く）  

②代表者又は取締役の３親等以内の親族ではない         

月ごとの補助対象経費の上限は 10万円 

千円未満切捨て 雇用契約書等の月額基本給を記載して
ください。 
休業等の影響で変動がある場合は実際
に支払った額（休業控除額等を除いた
金額）3ヶ月分を月ごとに記載してく
ださい。日給月給の場合は、直近 3ヶ
月分の支給実績を記載してください。 

交付申請書（第１号様式）の「補助
金交付申請額」に転記してくださ
い。 



第４号様式（第６条関係） 

 

                        令和〇年 〇月 〇日  

（宛先） 

平塚市長 

 

                    住所（所在地）東京都千代田区〇〇 〇丁目〇番〇号 

                          

                    企業等名称  〇〇〇〇株式会社 

 

代表者職氏名 代表取締役 平塚 太郎 

   

 

平塚市正規雇用促進補助金誓約書 

 

   私は、平塚市正規雇用促進補助金交付申請に当たり、次のことについて誓約します。 

 

記 

１ 同一内容で、国・県又は市町村の他の補助金等の支給を受けていません。（ただし、国の「トラ

イアル雇用助成金」、「特定求職者雇用開発助成金」及び「キャリアアップ助成金」を除く。） 

２ 平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第２条第２号から第５号までに該当する者及

びこれらの者と密接な関係を有する者ではありません。また、平塚市暴力団排除条例第８条の

規定により、申請書及び提出書類の内容を、神奈川県警察本部に照会することに同意します。 

３ 申請書及び提出書類の内容を、平塚市が官公署へ情報提供することに同意します。 

４ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に規定する

性風俗関連特殊営業を行う者ではありません。 

５ 営業に関して必要な許認可等を取得しています。 

６ 対象労働者の雇入れ日の前日から起算して過去１年間に、事業主都合により労働者を解雇した

ことはありません。 

７ 本申請書の内容に虚偽はありません。 

内容の虚偽又は平塚市正規雇用促進補助金要綱に反する等、補助金を交付することが適当でな

いと認められる事由が発生した場合は、その補助金の全部又は一部を、市長が定める期限内に

返還することに同意します。 

以 上 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 


